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はじめに 

 

高度経済成長期における工業化や都市化の進行に伴い、本県では大気汚染や地盤沈下な

どの産業型公害が顕著となり、昭和43（1968）年に千葉県環境研究センター（以下「環境

研究センター」という。）の前身となる公害研究所を設置しました。また、工場・事業場

排水や生活排水の影響により著しく水質汚濁が進み、昭和47（1972）年には水質保全研究

所を、さらに最終処分場の残余容量及び残余年数の問題やダイオキシンの問題に対応する

ため、平成 6（1994）年に「廃棄物情報技術センター」を設置しました。 

その後、名称の変更や移転を経て、平成13（2001）年に大気・騒音振動・地質、水質、

廃棄物に関する環境分野の調査研究を行っていた３つの研究機関を統合し、本県の環境行

政を科学的・技術的に支える調査・研究機関として、環境研究センターを設置しました。 

設置当初は大気汚染や水質汚濁などを中心として調査・研究を行っていましたが、時代

の変遷とともに、アスベスト、PM2.5 等の粒子状物質、ダイオキシンや PFAS 等の化学物

質、放射能の調査などを行うようになり、更に近年は気候変動等の地球環境問題などに関

する役割を担うなど、悪臭や騒音などの生活に密着した問題から地球規模の問題まで対象

範囲が拡大しています。 

環境問題は国境や分野を越えて広く影響を及ぼすだけでなく、環境問題そのものが多様

化・複雑化しています。このため、環境政策も環境の保全に留まらず、環境保全を通じて

経済・社会の諸問題を解決することが求められるようになり、環境問題に携わる研究者や

研究機関も深い専門性だけでなく、幅広い視野と知見が期待されるようになりました。し

かし、一つの研究機関が幅広い環境問題を総花的に取り組むことは現実的でなく、限られ

た人的資源や物的資源の中で地域の環境研究所が果たすべき役割が問われています。 

環境施策を推進していくためには、環境の現況や施策の効果等に関する調査を行い、把

握した情報をもとに現状を解析し、施策に反映させることが重要であり、試験研究機関は

調査や分析に集中し、行政部門と一体となって課題解決に取り組む必要があります。現在

の環境研究センターは設置の経緯から敷地や庁舎が分離していることもあり、地球温暖化

を始めとした多様化・複雑化する環境問題に対応していくことが難しくなってきています。

現在の調査研究体制を見直し、業務内容の再構築を図り、効率的かつ効果的に事業を進め

られるよう改善する必要があります。 

具体的には、庁舎や付帯設備等は分散すると同時に老朽化が著しく、維持管理コストが

嵩んでいることから、それらを集約化し、効率的な研究施設に再編整備しなくてはなりま

せん。また、大学、企業、NPO など様々な団体と一層の協力を図るとともに、産業や農林

水産、衛生、教育など異なる分野の研究機関等とも関係性を築き、それぞれの主体が持つ

特性を生かした連携・協働をより進め、多様化・複雑化に対応していくことが必要です。

さらには、環境問題の解決のためには、一人ひとりの環境保全に向けた自覚と行動が不可

欠であることから、環境と人との関わりについて正しい理解を持ち、自ら考え、主体的に

行動できる人を育てていく必要があります。 

今回策定した「千葉県環境研究センター基本構想」は、こうした基本的な方向に向けて、

環境問題を取り巻く状況を整理し、それに対する環境研究センターの現状と課題を踏まえ、

今後の方向性を示したものです。 

この基本構想を基に、環境研究センターの機能強化を図っていきます。 
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第１ 環境研究センターの概要 

１ 設置目的 
環境研究センターは、環境の保全、公害の防止及び廃棄物の処理のための調査研 

究、情報の収集及び提供、並びに啓発に関する業務を行うことを目的として設置され
ています。 

 
２ 沿革 

 

 ※ 平成 13（2001）年 4 月に関係 3 機関を統合して成立した経緯もあり、庁舎は市原地区（市原市）及び稲毛地

区（千葉市美浜区）の 2 地区に分散しています。 

 

年月 大気騒音振動関連 水質環境、地質環境関連 廃棄物・化学物質関連 

昭和 35 年 4 月 衛生部 衛生研究所環境衛生室設置（千葉市神明町） 

 

昭和 40 年 7 月 
衛生研究所に「公害研究室」
を設置 

 

昭和 43 年 8 月 
「公害研究所」発足 

市原地区本館 
 

昭和 45 年 7 月  
公害研究所地盤沈下研究室 

設置（船橋市） 

昭和 47 年 4 月  
「水質保全研究所」発足 

（千葉市神明町） 

昭和 49 年 4 月 （知事部局に環境部を設置） 

 

昭和 49 年 11 月 
 地盤沈下研究室移転 

稲毛地区地質棟 

昭和 50 年 6 月  
水質保全研究所移転 

稲毛地区水質棟 

平成 4 年 4 月 「環境研究所」に名称変更  

平成 6 年 4 月 

  「廃棄物情報技術センター」 

発足 

市原地区新館 

平成 13 年 4 月 「環境研究センター」発足 

令和 2 年 4 月 「地域気候変動適応センター」に位置付け 
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（１）組織の沿革 

 ア 公害研究所（大気部門） 

   本県では、昭和 30 年代以降の高度経済成長期に東京湾沿いの大規模な埋立てによ

る工業用地の開発が行われ、特に市原地区の京葉工業地帯には大規模な石油化学工場

等の立地が進み、大気汚染による健康被害など、公害が大きな問題となりました。 

このため県では、公害対策として、昭和 35（1960）年に千葉市神明町の「衛生研究

所」に「環境衛生室」を設置し、大気や水質等の環境汚染物質に係る基礎的調査測定

を開始するとともに、昭和 40（1965）年に大気汚染の測定部門を「公害研究室」とし

て独立させて体制の強化を図りました。 

更に、その後の環境行政需要の高まりや発生源対策の必要性等を踏まえ、昭和 43

（1968）年に公害対策（主に大気汚染の防止）を専門とする研究機関となる「公害研

究所」（現在の市原地区「本館」）を市原市内に設置しました（平成 4（1992）年に

「環境研究所」に名称変更）。 

 

イ 公害研究所（地質部門） 

昭和30年代から、東葛、葛南などの地域では、急激な産業の発展や人口増加に伴い

地下水の採取量が急増し、また、九十九里地域では水溶性天然ガス等の採取を目的と

する地下水（天然ガスかん水）の汲み上げ量が増加したため、これらを原因とする地

盤沈下が発生しました。特に葛南地域では地盤沈下が著しく、建築物や水門等の施設

への被害に加え、地盤高の低下による水害の発生なども大きな問題となりました。 

地盤の精密水準測量や地下水位の常時監視等を行うため、昭和 45（1970）年に、当

時地盤沈下問題が深刻化していた船橋市内の県の分庁舎内に「公害研究所」の「地盤

沈下研究室」を設置しました。その後、昭和 49（1974）年に、千葉市稲毛海岸にあっ

た旧内湾水産試験場庁舎（現在の稲毛地区「地質棟」）に移転しました。 

 

ウ 水質保全研究所 

急速な工業化と都市化の進展に伴い、工場・事業場排水や生活排水の影響による水

質汚濁が進み、特に印旛沼・手賀沼や東京湾、都市河川では水質の悪化が大きな問題

となったことから、「衛生研究所」で実施していた業務を発展的に継承するため、昭

和 47（1972）年に「衛生研究所」（千葉市神明町）の庁舎内に「水質保全研究所」を

設置し、昭和 50（1975）年には千葉市稲毛海岸に新築した庁舎（現在の稲毛地区「水

質棟」）に移転しました。 

 

エ 廃棄物情報技術センター 

平成の初期、当時の経済・産業活動の拡大に伴い、廃棄物の排出量が増加するとと

もに、その種類が多様化し、最終処分場の残余容量及び残余年数の問題やダイオキシ

ンの問題が発生したことから、廃棄物の減量・再資源化を促進するための調査研究や、

広く県民等への廃棄物に関する情報の提供及び啓発の拠点として、平成 6（1994）年

に、市原市内の環境研究所の敷地内に「廃棄物情報技術センター」（現在の市原地区

「新館」）を設置しました。 
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オ 環境研究センター 

環境問題の中心が産業公害から自動車交通公害や廃棄物問題など事業活動や県民の

日常生活に起因するものへと変化する一方、温暖化やオゾン層破壊など地球規模の広

がりを持つ環境問題が顕在化するようになりました。より良好な環境を求める県民の

意識の変化や、複雑・多様化する環境問題に的確に対応するため、平成 13（2001）年

に環境研究所・水質保全研究所・廃棄物情報技術センターを統合し、総合的な環境問

題の研究機関として「環境研究センター」を設置しました。 

 

カ 千葉県気候変動適応センター 

令和 2（2020）年に、気候変動の影響への適応に県として取り組んでいくため、環

境研究センターを気候変動適応法に基づく地域気候変動適応センターとして位置付け、

「千葉県気候変動適応センター」としての役割を担うこととしました。 

 

（２）庁舎の沿革 

ア 市原地区 本館 

市原地区の本館は、昭和 43（1968）年 8 月の新築当初から旧公害研究所の庁舎と

して使用され、現在は総務課及び大気騒音振動研究室の庁舎として使用されていま

す。 

 

イ 市原地区 新館 

市原地区の新館は、平成6（1994）年4月の新築当初から旧廃棄物情報技術センタ

ーの庁舎として使用され、現在は企画情報室及び廃棄物・化学物質研究室の庁舎と

して使用されています。 

 

ウ 稲毛地区 水質棟 

稲毛地区の水質棟は、昭和 50（1975）年 4 月の新築当初から旧水質保全研究所の

庁舎として使用され、現在は水質環境研究室の庁舎として使用されています。 

 

エ 稲毛地区 地質棟 

稲毛地区の地質棟は、昭和 40（1965）年の新築当初は千葉県内湾水産試験場の庁

舎として使用されていました。 

その後、昭和 49（1974）年 11 月からは旧公害研究所地盤沈下研究室の庁舎とな

り、現在は地質環境研究室の庁舎として使用されています。 
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【環境研究センターの位置図】 

 

  

稲毛地区 

市原地区 
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３ 所在地 

（１）市原地区（市原市岩崎西 1-8-8） 

アクセス：JR 内房線五井駅から約 2.5km（徒歩 30 分） 

【市原地区周辺の案内図】 

 
 

（２）稲毛地区（千葉市美浜区稲毛海岸 3-5-1） 

アクセス：JR 京葉線稲毛海岸駅から約 700m（徒歩約 9 分）、又は京成電鉄千葉線  

稲毛駅から約 850m（徒歩約 11 分） 

【稲毛地区周辺の案内図】 
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４ 施設・組織及び人員体制 

〇 環境研究センターの施設・組織及び人員体制は、以下に示すとおりです。 

〇 庁舎は4棟あり、市原地区の本館、稲毛地区の地質棟が築50年を経過し、稲毛地区

の水質棟も間もなく築 50 年を迎えます。 

また、稲毛地区の水質棟及び地質棟は、建物の耐震性能を示す構造耐震指標（Is 値）

が 0.6 未満となっています。 

【施設・組織及び人員体制】 

 

【環境研究センターの職員数の推移】 
  （人） 
年度 化学職 地質職 気象職 その他 合計 
H26 27 6 2 9 44 
H27 26 7 2 7 42 
H28 26 7 2 5 40 
H29 28 8 2 5 43 
H30 27 6 3 5 41 
R1 26 7 3 6 42 
R2 27 8 3 4 42 
R3 25 9 3 5 42 
R4 26 8 3 4 41 
R5 26 7 3 5 41 

 
～耐震基準（県有建築物の耐震化整備プログラム 県有建築物の耐震化状況）～ 
・新耐震基準による建築物は、耐震性能を有すると考えられますが、旧耐震基準による建築物は、現行基準に適していないため、

定められた方法によって耐震性能の有無を確認する必要が有ります。 

・旧耐震基準の耐震性能については、建築物が保有する地震に対する耐力を耐震診断によって得られる構造耐震指標値（以下、Is
値）によって評価されます。 

・Is値については、「国土交通省告示第百八十四号」において評価基準が示されており、Is値が0.6以上の場合、要求される耐震性

能を有し、Is 値が 0.6 未満の場合、耐震性能が低く、補強の必要性があると評価されます。 
ただし、「2017 年改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説」によると、「Is 値にして 0.6 以上の建物には
中破以上の被害は生じていない。ただし、これよりも低い Is 値の建物全てに確定的に被害が生じるのではなく、Is 値が低くな

るに従って被害の割合（すなわち被害を受ける可能性）が高くなり、被害程度を推定する際に、これらのばらつきを考慮する必
要がある点に留意されたい。この理由としては、地盤や地震動が場所によって異なること（すなわち入力地震動のばらつき）、材
料強度、強度・靭性の評価、施工などのばらつき（すなわち構造性能のばらつき）が存在することが考えられる。」と解説されて

います。 

 

 
市原地区 稲毛地区 

本館 新館 水質棟 地質棟 

住  所 市原市岩崎西 1-8-8 千葉市美浜区稲毛海岸 3-5-1 

建 築 年 
（築年数） 

昭和 43 年 

（築 55 年） 

平成 6 年 

（築 29 年） 

昭和 50 年 

（築 48 年） 

昭和 40 年 

（築 58 年） 

Is 値 0.7 ＜新耐震基準＞ 0.55 0.38 

内部組織 
総務課、 

大気騒音振動研究室 

企画情報室、 

廃棄物・化学物質研究室 
水質環境研究室 地質環境研究室 

職 員 数 15 人 10 人 8 人 8 人 

その他の
建物 

騒音振動研究棟（築 42 年） 

大気・振動実験棟（築 35 年） 

環境放射能測定棟（築 33 年） 

土木実験棟（築 29 年） 

付属建物（試験炉建屋，ボンベ庫，車庫等） 

地質環境情報資料棟（築 31 年） 

＜新耐震基準＞ 

付属建物（倉庫，車庫等） 

 ※ R5.4.1 現在 

（参考） 
H25 年度以前の職員数 
 （人） 
年度 職員数 

H7 73 
H12 74 
H17 60 
H22 53 
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５ 敷地内配置図 

市原地区 稲毛地区 

  

 

  

 

６ 環境研究センターの庁舎の外観 

市原地区 稲毛地区 

 
本館 

 
水質棟 

 
新館 

 
地質棟 

 

  

敷地面積 
13,295.18m2 

敷地面積 
6,614m2 

新館 

（廃棄物） 

本館 

（大気、騒音） 

水質棟 地質棟 


